能力開発規程

制定　　　 平成○年○月○日第○号

改正　（1）平成○年○月○日第○号

（2）平成○年○月○日第○号

（目的）

第1条　この規程は、株式会社○○（以下「会社」という。）の社員の能力開発（狭義の教育訓練）を行う上での基本事項について定める。

（能力開発の目的）

第2条　能力開発の目的は、会社の経営理念である「百万人の経営」を実践するにふさわしい、真に参画能力をもった人材を育成することにある。
2　前項の目的達成のため、全社員に求める基本能力、資格別、資格系統別の目標を次のとおり掲げて推進する。

（1）基本能力

① 豊かな創造力

② 積極的な行動力

③ 強い責任感

④ 深い専門知識・技能と広い視野

（2）資格別、資格系統別の目標

① 参事、副参事、主事、主事補

ａ 国際的感覚をもって経営戦略を思考し、実残し得る高度な専門能力をもつ社員

ｂ 魁力ある管理者、リーダーとしての識見、素養をもつ社員

② 事務系社員

自部門のオールラウンド・プレーヤー

③ 技術系社員

高度の技術開発力をもつ社員ないしは高度の生産管理手法を駆使できる社員

④ 技能職

ａ 25歳でスキルド・ワーカー（熟練技能社員）

ｂ「心」「技」「体」のバランスのとれた社員

⑤ 特別技能職

高度の専門技能をもつ社員

（基本原則）

第3条　社員は能力開発の基本である自己啓発を行うとともに、能力開発活動に積極的に参加し、常に能力向上に努めなければならない。

2　管理監督者は、部下の能力開発が自己の最重要の職責であることを認識し、その指導にあたらなければならない。

3　部門長、事業所長はラインによる能力開発の推進を図り、社員が積極的に自己啓発を行えるよう、適切な能力開発環境づくりに努めなければならない。

4　能力開発担当課は、社員の自己啓発とラインによる能力開発を助長、補完するために適切な援助をしなければならない。

（実施方針）

第4条　能力開発の実施にあたっては、特に次の点に留意しなければならない。

（1）経営効率の向上に直結した能力開発を行う。
（2）能力開発はニーズに基づき計画的、継続的に行う。

（3）各部門および能力開発担当課は、相互に十分な意思疎通を行う。

（4）人事制度との有機的な連係を図る。

（研修教科基準）

第5条　研修教科基準は資格系統、資格別に別表の定めによる。

2　前項の基準は必須項目を示すもので、各部門、事業所で必要に応じ適宜項目を加え、また内容を変更するなど弾力的に運用するものとする。

3　特技職については、原則として事務・技術職の基準を準用する。

（責任者）

第6条　能力開発の責任者は、次のとおりとする。

（1）全社能力開発最高責任者…社長（管理本部管掌副社長）

（2）各部門、事業所能力開発最高責任者…部門長、事業所長

（3）全社能力開発計画推進責任者…教育担当常務（教育部長）

（4）事業所能力開発計画推進責任者…能力開発担当部長

（5）各職場能力開発責任者…管理監督者

（予算措置）

第7条　能力開発に必要な経費についての予算措置は、各能力開発担当課において講ずる。

付則

（実施時期）

　この規程は、平成○年○月○日から施行する。













技能職
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部門配置�
1. 職業訓練


(1) 学科


ア．普通学科


イ．専門学科�
○職訓法（普通訓練過程）に準じる�






集合研修�
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(2) 実技


ア．基本実技


イ．応用実技�
�



集合研修


OJT
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�
�
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2. 技能訓練�
○初級技能訓練カリキュラムによる。�
自己研修


OJT�
�
�
2級�
　　　　　　　　前 期 専 門 研 修 期 間�
部門配置�
1. 技能訓練


　職種別技能基準に基づく個人別技能訓練計画のとおり。


（専門知識を含む。）
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○技能級初級Ⅱをマスターし、中級を目標とする。�
自己研修


OJT�
�
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2. 人間形成教育


(1) 一般教養


(2) 体力づくり�
�
自己研修


OJT


集合研修�
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3級�
�
部門配置�
1. 技能訓練


　「2級」に同じ。�
○技能級中級をマスターし、上級を目標とする。


�
自己研修


OJT�
�
�
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�
2. 人間形成教育


　「2級」に同じ。�
�
自己研修


OJT


集合研修


�
�
�
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3. 4級候補教育


(1) 人事能力開発管理


(2) 安全管理


(3) 衛生管理


(4) 図面の見方…など�
○各テキストによる。�
自己研修�
�
�















＜別表＞　研修教科基準


事務・技術職


資格�
育成コース�
研修教科基準�
内容程度�
方　法�
備考�
�
2級�
�
オリエンテーション�
1. 入職教育（大卒、高専卒）


(1) 経営方針


(2) 会社事業所概要


(3) 入社心得


(4) 執務心得…など


�
�
集合研修�
�
�
�
基　　　礎　　　研　　　修　　　期　　　間�
研修配置


［1年後�部門配置］


（部門配置）�
1. 基礎教科


(1) 企業経理の基礎�



○原価計算の概要、財務諸表の見方�



集合研修�
�
�
�
�
�
(2) コンピューター概要�
○仕組みおよび基本的な操作�
〃�
�
�
�
�
�
(3) 統計学の基礎�
○入門書の習得�
〃�
�
�
�
�
�
(4) 語学（英会話と筆記）�
○英語検定2級�
自己研修�
�
�
�
�
�
(5) 技術知識（技術用語）－事務系�
○用語と製品の概要�
集合研修�
�
�
�
�
�
(6) 経営、生産分析手法（OR、IE概要）�
○入門書の習得�
〃�
�
�
�
�
�
(7) 特許の常識－技術系


�
○特許法・実用新案法の概要、当社の現状�
〃�
�
�
�
�
�
2. 業務知識


(1) 生産管理実務�



○工程、材料手配実務�



OJT�（実習）�
�
�
�
�
�
(2) 生産技能実習�
○溶接（仮付）�
〃�
�
�
�
�
�
(3) 一般業務知識�
○人事管理、資材管理等�
集合研修�
�
�
�
�
�
3. 業務教育�
○職級Ⅱ級業務の習得�
自己研修


OJT�（目標管理）�
�
�
3級�
研修期間





前期専門�
部門配置�
1. 部門別専門教育


(1) 専門業務�
○部門ごとに定める。


○3級は職級Ⅱ級、4級は職級Ⅲ級業務の習得�
自己研修


OJT�（目標管理）�
○最低2系統は経験させる。（ただし、必ずしも異部門間のローテーションを意識しない。）�
�
4級�
�
�
(2) 専門基礎知識�
�
�
�
�
5級�
研修期間





後期専門�
部門配置�
1. 主事補候補教育


(1) 管理知識技能


(2) 関連部門業務知識


(3) 高度専門業務


(4) 高度専門知識�
○部門ごとに定める。�
自己研修


OJT�（目標管理）�
�
�












技能職


資格�
育成コース�
研修教科基準�
内容程度�
方　法�
備考�
�
4級�
　　　　　　　　　後 期 専 門　・監 督 者 研 修 期 間�
部門配置�
1. 4級教育


(1) リーダーシップ


(2) コミュニケーション


(3) 会社・工場の現況


(4) IE


(5) 体力づくり（テスト）など


�
○監督者、高度の技能者としてのリーダーシップの向上を図る。�
集合研修


自己研修


OJT*�（目標管理）�
�
�
�
�
�
2. 技能訓練


　職種別技能基準�
○技能基準の各項目について上級を目指す。


�
自己研修�
�
�
�
�
�
3. 5級候補教育


(1) 原価管理


(2) 資材管理


(3) 工程管理…など�
○各テキストによる。�
自己研修�
�
�
5級�
�
部門配置�
1. 5級教育


　「4級」に同じ。�
○「4級」に同じ。�
集合研修


自己研修


OJT*�（目標管理）


�
�
�
�
�
�
2. 技能訓練


　「4級」に同じ。


�
○「4級」に同じ。�
自己研修�
�
�
�
�
�
3. 主事候補教育


(1) 管理知識技能


(2) 関連部門業務知識�
○部門ごとに定める。�
自己研修�
�
�
（注）*印は作業長、班長を対象とする。























